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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第86期
第３四半期
連結累計期間

第87期
第３四半期
連結累計期間

第86期

会計期間
自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日

自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日

自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日

売上高 （百万円） 11,266 10,847 15,232

経常損失 （百万円） △452 △374 △263

四半期（当期）純損失 （百万円） △595 △342 △463

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △785 △319 △663

純資産額 （百万円） 2,356 2,191 2,486

総資産額 （百万円） 17,098 17,101 16,616

１株当たり四半期（当期）純損

失金額
（円） △37.04 △21.60 △28.96

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 12.0 10.8 13.0

　

回次
第86期
第３四半期
連結会計期間

第87期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成23年10月１日
至　平成23年12月31日

自　平成24年10月１日
至　平成24年12月31日

１株当たり四半期純損失金額 （円） △21.16 △0.32

（注）１　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第86期第３四半期連結累計期間、第87期第３四半期連結累計期間及び第86期は１株当たり四半期（当期）純

損失であるため、潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は記載しておりません。

　

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

EDINET提出書類

天昇電気工業株式会社(E01813)

四半期報告書

 2/18



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクは、以下のとおりであります。 

　

　重要事象等について

　当第３四半期連結会計期間において当年度の業績の見直しを行った結果、当期において単体の営業損益に関する財

務制限条項に抵触する可能性がありますが、「３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 (3) 事業

等のリスクに記載した重要事象等を解消するための対応策」に記載のとおり、当該重要事象等を解消するための対応

策を実施しているため、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断しております。

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　

(1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、欧州債務危機の長期化に加え新興国経済の減速等厳しい状

況が続いているものの、東日本大震災の復興需要や年末にかけての円安により明るい材料もみえてまいりまし

た。

　このような状況の下、当社グループは、売上高の確保に注力するとともに、経費の徹底的な削減を強力に推進い

たしました。

当第３四半期連結累計期間においては、売上を予定しておりました自動車部品及び自動車部品用コンテナ等がお

客様の生産調整により大幅に落ち込んでおります。

　その結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は108億47百万円（前年同四半期比3.7％減）となりまし

た。損益面では、営業損失３億35百万円（前年同四半期は１億80百万円の損失）、経常損失３億74百万円（前年同

四半期は４億52百万円の損失）、四半期純損失３億42百万円（前年同四半期は５億95百万円の損失）となりまし

た。

　

セグメントごとの状況は、以下のとおりであります。

日本成形関連事業

薄型ＴＶ部品より自動車部品・産業資材中心に業態切替中であります。自動車部品関係はお客様の生産調整

等の影響を受け厳しい状況が続いております。産業資材は復興需要の取込みを積極的に進めております。

売上高は90億58百万円（前年同四半期比2.9％減）、セグメント損失３億93百万円（前年同四半期は３億63

百万円の損失）となりました。

中国成形関連事業

中国国内では、価格競争の激化により、売上高は微増に留まりました。

売上高は３億23百万円（前年同四半期比5.3％増）、セグメント損失64百万円（前年同四半期は72百万円の

損失）となりました。

ポーランド成形関連事業

薄型ＴＶ部品は数量的には好調に推移いたしましたが、製品価格の下落に伴い売上高は減少傾向となってお

ります。

売上高は12億10百万円（前年同四半期比14.0％減）、セグメント損失71百万円（前年同四半期は89百万円の

利益）となりました。

不動産関連事業

当第３四半期連結累計期間より三重県所在の１物件を加え、国内４拠点となっております。売上高は２億54

百万円（前年同四半期比12.7％増）、セグメント利益１億92百万円（前年同四半期は１億67百万円）となり

ました。 　　
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(2）財政状態の分析

①資産

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は、171億１百万円（前連結会計年度末比４億85百万円増）となりまし

た。

　流動資産は、現金及び預金が28億14百万円（前連結会計年度末比５億12百万円増）となった一方、受取手形及び

売掛金が30億72百万円（前連結会計年度末比５億89百万円減）となったこと等により、74億52百万円（前連結会

計年度末比６百万円減）となりました。

　固定資産は、不動産関連事業投資、生産設備投資、及び減価償却実施等により、96億49百万円（前連結会計年度末

比４億91百万円増）となりました。

②負債

　負債合計は、149億９百万円（前連結会計年度末比７億79百万円増）となりました。

　流動負債は、支払手形及び買掛金が35億23百万円（前連結会計年度末比16百万円増）、借入金30億95百万円（前

連結会計年度末比４億95百万円減）等により、79億28百万円（前連結会計年度末比６億34百万円減）となりまし

た。

　固定負債は、借入金59億42百万円（前連結会計年度末比15億27百万円増）等により69億81百万円（前連結会計

年度末比14億13百万円増）となりました。

③純資産

　純資産合計は、四半期純損失の計上及び為替換算調整勘定の変動等により、21億91百万円（前連結会計年度末比

２億94百万円減）となりました。  　　

　

(3）事業等のリスクに記載した重要事象等を解消するための対応策

「第２ 事業の状況 １ 事業等のリスク」に記載の重要事象に対処すべく、今後とも取引金融機関に対して継

続的な支援が得られるような良好な関係を築き、資金調達や資金繰りの安定化に努めてまいりますとともに、関

係会社より財務面での継続的な支援を得ることとしておりますため、継続企業の前提に関する重要な不確実性は

認められないと判断しております。

　

(4）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、５百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。　

　

(5）主要な設備

前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設、休止、大規模改修、除却、売却等について、当第３

四半期連結累計期間に著しい変更があったものは、次のとおりです。

新設　

当第３四半期連結累計期間において、不動産賃貸用土地建物７億27百万円を取得しております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

　

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成24年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成25年２月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 17,014,000 17,014,000
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数は、1,000株であり

ます。

計 17,014,000 17,014,000－ －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成24年10月１日～

平成24年12月31日
－ 17,014,000 － 1,208 － 897

　

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

　

①【発行済株式】

　 平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 　1,140,000
－

権利内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式　15,821,000 15,821 同上

単元未満株式 普通株式　　　53,000 － 同上

発行済株式総数 17,014,000 － －

総株主の議決権 － 15,821 －

（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株（議決権３個）含

まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式434株が含まれております。

　

②【自己株式等】

　 平成24年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

天昇電気工業株式会社

東京都町田市鶴間687番地

１
1,140,000 － 1,140,000 6.70

計 － 1,140,000 － 1,140,000 6.70

　

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平成

24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、あらた監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,301 2,814

受取手形及び売掛金 ※2
 3,662

※2
 3,072

製品 251 405

原材料 508 549

仕掛品 84 61

その他 651 548

流動資産合計 7,459 7,452

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 3,641 3,945

土地 2,376 2,684

その他（純額） 2,088 1,965

有形固定資産合計 8,106 8,595

無形固定資産 28 23

投資その他の資産

その他 1,049 1,058

貸倒引当金 △28 △27

投資その他の資産合計 1,021 1,030

固定資産合計 9,157 9,649

資産合計 16,616 17,101

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2
 3,506

※2
 3,523

短期借入金 858 880

1年内返済予定の長期借入金 2,733 2,215

未払法人税等 － 14

賞与引当金 50 39

その他 1,414 1,253

流動負債合計 8,562 7,928

固定負債

長期借入金 4,415 ※3
 5,942

資産除去債務 42 42

その他 1,110 996

固定負債合計 5,568 6,981

負債合計 14,130 14,909
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,208 1,208

資本剰余金 897 897

利益剰余金 746 403

自己株式 △116 △116

株主資本合計 2,736 2,393

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △2 19

為替換算調整勘定 △580 △562

その他の包括利益累計額合計 △583 △543

新株予約権 26 52

少数株主持分 306 289

純資産合計 2,486 2,191

負債純資産合計 16,616 17,101
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

売上高 11,266 10,847

売上原価 9,789 9,628

売上総利益 1,477 1,218

販売費及び一般管理費 1,657 1,554

営業損失（△） △180 △335

営業外収益

受取利息 7 10

受取配当金 13 4

持分法による投資利益 － 5

為替差益 － 64

助成金収入 26 4

その他 64 44

営業外収益合計 112 132

営業外費用

支払利息 162 147

持分法による投資損失 6 －

為替差損 198 －

その他 18 23

営業外費用合計 385 170

経常損失（△） △452 △374

特別利益

固定資産売却益 0 33

投資有価証券売却益 2 40

特別利益合計 2 73

特別損失

固定資産除却損 86 0

投資有価証券売却損 3 8

投資有価証券評価損 － 32

災害損失 16 －

特別損失合計 106 41

税金等調整前四半期純損失（△） △556 △341

法人税等 61 33

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △617 △375

少数株主損失（△） △22 △32

四半期純損失（△） △595 △342

EDINET提出書類

天昇電気工業株式会社(E01813)

四半期報告書

10/18



【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △617 △375

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △36 22

為替換算調整勘定 △112 33

持分法適用会社に対する持分相当額 △18 △0

その他の包括利益合計 △167 55

四半期包括利益 △785 △319

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △724 △302

少数株主に係る四半期包括利益 △60 △17
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【会計方針の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　当社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　これによる当第３四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失に与える影響は軽微であり

ます。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合は、法定実効税率を使用

する方法によっております。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

　１　保証債務

次の関係会社について、金融機関等からの借入に対する債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成24年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成24年12月31日）

天昇アメリカ

コーポレーション
761百万円

天昇アメリカ

コーポレーション
519百万円

　

　

※２　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。な

お、当四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成24年12月31日）

受取手形 92百万円 39百万円

支払手形 1 1

　

※３　当社は、資金調達の安定化を図るため、４金融機関とコミット型シンジケートローンを締結しております。

これら契約に基づく四半期連結会計期間末日借入実行残高は以下のとおりであります。

契約金額 2,100百万円

借入実行残高 2,100

差引残高     －
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４　財務制限条項等

当社が平成24年３月30日に締結したコミット型シンジケートローン契約には以下の財務制限条項等がつ

いております。

財務制限条項

①平成24年３月期末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を、平成23年３月

期末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75%に相当する金額以上に維

持すること。

②平成25年３月期末日及びそれ以降の各事業年度末日における単体の貸借対照表に記載される純資産

の部の合計金額を、平成24年３月期末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金

額の75%に相当する金額、又は直近の事業年度末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の

部の合計金額の75%に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

③平成25年３月期末日における単体の損益計算書に記載される営業損益を損失としないこと。

④平成26年３月期末日及びそれ以降の各事業年度末日における単体の損益計算書に記載される営業損

益を２期連続して損失としないこと。

担保差入条項

①平成25年３月期末日における単体の損益計算書に記載される経常損益を損失としないこと。

②平成25年３月期末日における連結損益計算書に記載される経常損益を損失としないこと。但し、本号

においては、為替差損の金額が為替差益の金額を上回る場合、当該差額を加算した数値を経常損益と

看倣すこととする。(但し、為替差損及び為替差益ともに売上債権及び仕入債務に係る金額を控除する

ものとする。)

③平成26年３月期末日及びそれ以降の各事業年度末日における単体の損益計算書に記載される営業損

益を損失としないこと。

④平成26年３月期末日及びそれ以降の各事業年度末日における連結損益計算書に記載される営業損益

を損失としないこと。

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

　なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日）

減価償却費（無形固定資産に係る償

却費を含む。）
776百万円 784百万円

　

（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

配当金支払額

　該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

配当金支払額

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

　

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：百万円）

　 報告セグメント
調整額
（注）

四半期連結
損益計算書
計上額

　
日本成形
関連事業

中国成形
関連事業

ポーランド
成形
関連事業

不動産
関連事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客に対する売上

高
9,326 306 1,407 225 11,266 － 11,266

セグメント間の内部売

上高又は振替高
16 1 1 － 20 △20 －

計 9,343 308 1,408 225 11,286 △20 11,266

セグメント利益又は損失

（△）
△363 △72 89 167 △180 － △180

（注）　セグメントの調整額は、セグメント間取引消去20百万円であります。

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

　

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：百万円）

　 報告セグメント
調整額
（注）

四半期連結
損益計算書
計上額

　
日本成形
関連事業

中国成形
関連事業

ポーランド
成形
関連事業

不動産
関連事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客に対する売上

高
9,058 323 1,210 254 10,847 － 10,847

セグメント間の内部売

上高又は振替高
23 8 0 － 31 △31 －

計 9,082 331 1,210 254 10,879 △31 10,847

セグメント利益又は損失

（△）
△393 △64 △71 192 △335 － △335

（注）　セグメントの調整額は、セグメント間取引消去31百万円であります。

　

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

　当第３四半期連結累計期間において、不動産賃貸用土地建物を取得したことに伴い、不動産関連事業の

セグメント資産が７億27百万円増加しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 37円04銭 21円60銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純損失金額（百万円） 595 342

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る四半期純損失金額（百万円） 595 342

普通株式の期中平均株式数（千株） 16,072 15,873

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりま

せん。

　

（重要な後発事象）

　

当社は、平成24年12月20日開催の取締役会において、当社を引受人とする天昇アメリカコーポレーションの第

三者割当増資の引受を決議し、平成25年１月31日に現物出資を行いました。

当該第三者割当増資の総額は２百万ＵＳＤで、増資の目的は天昇アメリカコーポレーションの自己資本の増強

であります。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 
 

平成25年２月14日

天昇電気工業株式会社

取締役会　御中
 

あ ら た 監 査 法 人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 友　田　和　彦　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 好　田　健　祐　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている天昇電気工業株式

会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から

平成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、天昇電気工業株式会社及び連結子会社の平成24年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

　

強調事項

　重要な後発事象に記載されているとおり、持分法適用関連会社である天昇アメリカコーポレーションは平成25年１月31

日に第三者割当増資を行った。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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